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Ⅱ 一般廃棄物 ごみ処理の概要 

１ ごみの排出量 

 平成20年度における本県のごみの総排出量は446,289t、1人1日当たりのごみ排出量は880gであり、

前年度に比べ、総排出量、1 人 1 日当たりの排出量ともに、減少しています。全国平均における１人１

日当たりのごみ排出量も減少傾向にあります。 

 また、市町等のごみ処理施設への搬入量に占める家庭系ごみの割合は 72%、事業系の割合は 28%とな

っています。 

 

図－２ ごみ総排出量と 1人 1日当たりのごみ排出量の推移 
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●ごみ総排出量の定義 

国において公表しているごみ総排出量の定義は、平成 17 年度実績より、「収集ごみ量＋直接搬
入量＋自家処理量」（旧定義）から、「収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量」（新定義）に変更と

なりましたが、滋賀県では「第二次廃棄物処理計画」（平成 18年 6月策定）が進行中のため、本
書では総排出量を全て旧定義で表しています。 

※新定義による滋賀県のごみ総排出量（平成 20年度）： 475,483 t 

 
●1人 1日当たりのごみ排出量 

1人 1日当たりのごみ排出量＝総排出量÷総人口÷365 ［閏年では 366］ 
 ※新定義による滋賀県の 1人 1日当たりごみ排出量（平成 20年度）： 938 g/人・日 

 ※新定義による全国の 1人 1日当たりごみ排出量（平成 20年度）：1,033 g/人・日 
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図－６ ごみ処理量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ 最終処分量の推移 
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●廃家電 4品目の不法投棄状況 

家電リサイクル法（平成 13 年 4 月施行）では、エアコン、テレビ（ブラウン管式テレビ、

液晶・プラズマ式テレビ）、電気冷蔵庫・電気冷凍庫、電気洗濯機・電気衣類乾燥機の 4 品目

が対象となっています。一般的な家電リサイクル法のルートでは、消費者から排出された家

電 4品目は、小売業者によって製造業者が設置する指定引取場所まで運ばれます。さらに、

指定引取場所からそれぞれの製造業者のリサイクルプラントへ運ばれ、そこでリサイクルさ

れます。なお、消費者は、家電 4 品目を排出する際、リサイクル料金や収集運搬料金を支払

うことになっています。 

このような家電リサイクル法ルートにのらず、不法投棄され、行政によって回収された廃

家電 4品目の台数の推移は下図のとおりです。 

 

不法投棄された廃家電 4 品目の回収台数の推移 
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1,176



－13－



－14－

 

Ⅲ 一般廃棄物 生活排水処理の概要 

生活排水は、炊事、洗濯、入浴等人の生活に伴い公共用水域に排出される水のことで、し尿に係るも

のと、それ以外の生活雑排水とに分けられます。生活排水の処理区分は図－11 のとおりです。 

一般廃棄物として収集されているのは、計画収集（汲み取り）し尿と、みなし浄化槽(21 ページ参照)

または浄化槽から発生する汚泥となります。 

 

 

図－１１ 生活排水の処理区分 
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１ し尿処理の状況 

平成 20 年度における収集量は生し尿が 104,729kl、浄化槽汚泥が 172,842kl、合計 277,571kl です。

下水道の普及により収集量は減少傾向にあります。 

し尿処理の状況をトイレの水洗化という観点から分けると、水洗化による方法（下水道、浄化槽）と

非水洗化による方法（市町等による生し尿の計画収集、住民による自家処理）との人口比率の推移は図

－13のとおりで、水洗化人口が年々増加しており、平成 20年度は 92.3％に達しています。 

 

 

図－１２ し尿処理の状況(平成 20年度) 
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表－６ し尿処理における水洗化人口等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１３ 水洗化人口と非水洗化人口比率の推移 

 

（人）

1,323,426 100.0% 1,332,298 100.0% 1,340,200 100.0% 1,347,187 100.0% 1,353,170 100.0%

下 水 道 587,450 44.4% 650,385 48.8% 711,167 53.1% 775,112 57.5% 830,283 61.4%

浄 化 槽 389,184 29.4% 373,753 28.1% 357,392 26.7% 332,700 24.7% 321,919 23.8%

計 976,634 73.8% 1,024,138 76.9% 1,068,559 79.7% 1,107,812 82.2% 1,152,202 85.1%

計画収集
人 口

328,276 24.8% 292,972 22.0% 259,854 19.4% 229,618 17.0% 191,677 14.2%

自家処理
人 口

18,516 1.4% 15,188 1.1% 11,787 0.9% 9,757 0.7% 9,291 0.7%

計 346,792 26.2% 308,160 23.1% 271,641 20.3% 239,375 17.8% 200,968 14.9%

1,358,978 100.0% 1,365,059 100.0% 1,377,215 100.0% 1,378,678 100.0% 1,388,931 100.0%

下 水 道 866,389 63.8% 922,330 67.6% 977,125 70.9% 1,011,202 73.3% 1,032,608 74.3%

浄 化 槽 310,434 22.8% 286,636 21.0% 264,610 19.2% 252,481 18.3% 248,772 17.9%

計 1,176,823 86.6% 1,208,966 88.6% 1,241,735 90.2% 1,263,683 91.7% 1,281,380 92.3%

計画収集
人 口

174,433 12.8% 151,558 11.1% 131,304 9.5% 111,810 8.1% 104,850 7.5%

自家処理
人 口

7,722 0.6% 4,535 0.3% 4,176 0.3% 3,185 0.2% 2,701 0.2%

計 182,155 13.4% 156,093 11.4% 135,480 9.8% 114,995 8.3% 107,551 7.7%

各数値の右欄には、県内人口に対する割合を記載しています。

非
水
洗
化
人
口

計 画 収 集
区域内人口

水
洗
化
人
口

水
洗
化
人
口

平成20年度平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度

平成15年度平成14年度平成13年度平成12年度平成11年度

非
水
洗
化
人
口

年　　　度

年　　　度

計 画 収 集
区域内人口

74.3 17.9 7.5 0.2

73.3 18.3 8.1 0.2

70.9 19.2 9.5 0.3

67.6 21.0 11.1 0.3

63.8 22.8 12.8 0.6

61.4 23.8 14.2 0.7

57.5 24.7 17.0 0.7

53.1 26.7 19.4 0.9

48.8 28.1 22.0 1.1

44.4 29.4 24.8 1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１１年度

平成１２年度

平成１３年度

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

下水道 浄化槽 計画収集人口 自家処理人口

水　洗　化 非水

洗化

非水

洗化



－17－



－18－

 - 19 - 

２ 生活雑排水処理の状況 

本県の生活雑排水処理率(総人口のうち生活雑排水を処理している人口の割合)は年々上昇しており、 

平成 21 年度(平成 22 年 3月末)では、公共下水道により 76.5％、農業集落排水施設等により 7.5％、浄

化槽により 7.3％、合計 91.4％となっています。 

 

図－１４ 生活雑排水処理率の推移 
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農業集落排水施設等には、林業集落排水施設等を含む。 農業集落排水施設等には、林業集落排水施設を含む。

平成21年度（平成22年3月末）では、下水道により76.5％、農業集落排水施設等により7.5％、浄化

槽により7.3％、合計91.4％となっています。
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    山田 明日美さん（草津市立草津第二小学校６年）の作品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   中村 美穂さん（草津市立草津第二小学校４年）の作品 

 

●生活排水対策の推進 

琵琶湖をはじめとする公共水域の水質汚濁防止のためには、生活排水をきれいな水に処理する

ことが必要です。 

そこで、生活排水を処理できる施設として、下水道、農業集落排水施設等、浄化槽の設置が進

められています。平成 21 年度における生活排水処理施設の整備率（汚水処理人口普及率）は全

国平均で 85.7％、本県では 97.8％となっています。 

生活排水処理施設の整備は、地域の特性に応じた適切な手法を選定する必要があります。下水

道については行政が計画的に整備を進めますが、下水道の計画区域外や整備まで長期間を要する

地域については、各家庭に下水道と同等の能力を持つ浄化槽の設置を推進することが必要です。

そのため本県では、浄化槽の設置に関する補助制度を設けているほか、平成 9年度より全国で初

めて条例により浄化槽の設置を義務付けました。浄化槽の設置数は、平成 21 年度末現在、全県

で 22,659 基となっています。 

今後は、設置後の維持管理の徹底等新たな課題への取組みも必要となると考えます。 

なお、平成 12 年度まで浄化槽の一種とされてきた、みなし浄化槽（単独処理浄化槽）は、し

尿のみを処理する施設であり、それ以外の汚水は未処理で排出してしまうことから、法改正によ

り平成 13 年度から新設が禁止されました。これにより、生活排水全てを処理できる合併処理浄

化槽のみが浄化槽と規定され、整備が進められています。 
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Ⅳ 一般廃棄物 処理事業の概要 

１ 一般廃棄物処理事業経費と有料化状況 

 平成 20年度におけるごみ処理経費は 196 億円、し尿処理経費は 45億円で、合計 241 億円となってい

ます。これを 1人当たりの年間経費に換算すると約 17,400 円となります。 

 また、ごみ処理の有料化状況では、家庭系可燃ごみ(直接搬入除く)を有料化しているのは 12 市町で、

無料としている 7市町を上回っています。 

 

図－１５ 一般廃棄物処理事業経費等の推移 
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一般廃棄物処理事業経費＝ごみ処理経費＋し尿処理経費

一般廃棄物処理事業経費には、処理・維持管理費（人件費、処理費、委託費等）、建設・改良費（工事費、調査費等）、その他（清掃事務所
の整備に係る経費等）が含まれる。
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一般廃棄物処理事業経費には、処理・維持管理費（人件費、処理費、委託費等）、建設・改良費（工事費、調査費等）、その他（清掃事務所
の整備に係る経費等）が含まれる。
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住民にごみ処理施設まで直接搬入してもらっている（有料）。
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甲賀市水口町水口6218
（平成23年4月1日以降）
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実線は各処理施設による処理地域を表しています。

長浜市

（旧余呉町）

（旧木之本町）

（旧西浅井町）

長浜市

米原市

彦根市

甲良町

豊郷町
多賀町

愛荘町

（旧湖東町）
（旧愛東町）

東近江市

日野町

近江八幡市

（旧安土町）

竜王町

湖南市

甲賀市

野洲市

守山市

栗東市
草津市

大津市

高島市

　　大津市環境美化センター

　　大津市北部クリーンセンター

　　彦根市清掃センター

　　近江八幡市立第２クリーンセンター

　　草津市立クリーンセンター

　　守山市環境センター

　　栗東市環境センター

　　野洲クリーンセンター

　　高島市環境センター

　　湖北広域行政事務センター

　　クリスタルプラザ

　　湖北広域行政事務センター

　　伊香クリーンプラザ

　　中部清掃組合　日野清掃センター

　　甲賀広域行政組合

　　衛生センター第２施設
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　　　　　　　　　区分

13

　平成21年度末現在

　　　　　　　　　　　　廃棄物処理法に基づく許可・届出等施設

※1　市長等が設置する家庭ごみ等の焼却施設

※2　汚泥、廃油、廃プラスチック類等の処理能力が一定規模以上の産業廃棄物焼却施設

※3　上記の許可（届出）の対象とならない施設で、産業廃棄物中間処理業者が設置するもの
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実線は各処理施設による処理地域を表しています。

長浜市

（旧余呉町）

（旧木之本町）

（旧西浅井町）

長浜市

米原市

彦根市

甲良町

豊郷町
多賀町

愛荘町

（旧湖東町）
（旧愛東町）

東近江市

日野町

近江八幡市

（旧安土町）

竜王町

湖南市

甲賀市

野洲市

守山市

栗東市
草津市

大津市

高島市

　　大津市北部クリーンセンター

　　大津市再資源化施設

　　彦根市清掃センター

　　近江八幡市立第２クリーンセンター

　　草津市立クリーンセンター

　　守山市環境センター

　　栗東市環境センター

　　野洲クリーンセンター

　　湖南市リサイクルプラザ

　　高島市環境センター

　　湖北広域行政事務センター
　　クリーンプラント

　　湖北広域行政事務センター
　　クリスタルプラザ（リサイクルプラザ）
　　湖北広域行政事務センター
　　伊香クリーンプラザ
　　中部清掃組合
　　粗大ごみ処理施設
　　能登川リサイクルセンター

　　中部清掃組合
　　日野清掃センター
　　リサイクルセンター

　　湖東広域衛生管理組合
　　リバースセンター
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実線は各処理施設による処理地域を表しています。

長浜市

（旧余呉町）

（旧木之本町）

（旧西浅井町）

米原市

彦根市

甲良町

豊郷町
多賀町

愛荘町

（旧湖東町）
（旧愛東町）

東近江市

日野町

近江八幡市

竜王町

湖南市

甲賀市

野洲市

守山市

草津市

大津市

高島市

長浜市

　　大津市南部衛生プラント

　　大津市志賀衛生プラント

　　彦根市衛生処理場

　　高島市衛生センター

　　湖北広域行政事務センター
　　第１プラント

　　湖北広域行政事務センター
　　伊香衛生プラント

　　八日市布引ライフ組合
　　衛生センター

　　甲賀広域行政組合
　　衛生センター第１施設

　　湖東広域衛生管理組合
　　豊楠苑

　　湖南広域行政組合
　　環境衛生センター

（旧高月町）

栗東市
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平成

平成
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排 出 事 業 者

排出事業者
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受入を停止しています。
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24件でした。
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８ 不法投棄等の状況 

 滋賀県における産業廃棄物の不法投棄。事案の特徴としては、監視等の効果もあって、大規模な事案

は少なくなっているものの、比較的小規模で人目につかないところに不法投棄する事案が増えており、

巧妙化しています。 

 なお、産業廃棄物の不法投棄等の新規発生件数の推移は、図－27 のとおりで、平成 14 年度の 324 件

をピークに減少傾向を示しており、平成 21年度では 147 件となっています。 

 

 

図－２７ 産業廃棄物の不法投棄等の新規発生件数とその年度内解決率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 不法投棄対策 
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事案の特徴としては、監視等の効果もあって、大規模な事案は

少なくなっているものの、比較的小規模で人目につかないところに不法投棄する事案が増えており、



－52－



－53－

 - 55 - 

産業廃棄物等の不法投棄事案に、迅速・的確かつ厳正に対処するとともに、これらの不法投棄の未然

防止を図るため、各環境・総合事務所管内ごとに、地域ごみ対策会議不法投棄対策部会を設置していま

す。 

当部会では、構成員である県関係機関・市町・警察が連携を強化し、一体となって不法投棄事案に対

処するとともに、不法投棄等に係る総合的かつ効果的な対策等を講じるため、各地域の部会運営を積極

的に推進しています。 

 

 

(4) 不法投棄防止強調月間事業 

平成 6 年度から「不法投棄防止強調月間」を定め、当該期間内に産業廃棄物等の不法投棄防止に対す

る意識を県民に集中的に喚起するなどして、廃棄物に関する正しい知識の普及・啓発に努めています。 

また、地域における廃棄物の不法投棄に対しても、関係部局、機関の協調のもとに集中的な監視パト

ロールを展開するなどして、その根絶に向けた取り組みを行っています。 

 

●啓発活動 

・広報車による啓発 

・パンフレットによる啓発 

・立て看板による啓発 

●監視指導活動 

・地域ごみ対策会議不法投棄対策部会構成員合同でのパトロール 

・産業廃棄物運搬車両の路上検査 

・工事現場立入による産業廃棄物適正処理指導 

 

 

(5) その他の事業 

・監視パトロール（平日・休日） 

・不法投棄・不適正保管・野外焼却の指導・取締り 

・民間警備会社への監視パトロール委託（休日・早朝・夜間） 

・スカイパトロール（ヘリコプターによる上空からの監視） 

・地域協働原状回復事業の実施 

・郵便局・森林組合等の協力による不法投棄監視 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)地域ごみ対策会議不法投棄対策部会運営事業
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